
　

委
員
の
任
期
満
了
に
伴
い
、
長
岡
財
産
区
管
理

会
管
理
委
員
を
選
任
す
る
こ
と
に
同
意
し
ま
し
た
。

長
岡
財
産
区
管
理
会

　
　
　
　
管
理
委
員
選
任
に
同
意

　

農
業
委
員
会
委
員
議
会
推
薦

久
保
田　

晴　

利
氏
（
箱
根
ケ
崎
）

近　

藤　
　
　

保
氏
（
長　
　

岡
）

農
業
委
員
２
名
を
議
会
で
推
薦

　

「
暴
力
団
員
に
よ
る
不
当
な
行
為
の
防
止
等
に

関
す
る
法
律
」
に
規
定
す
る
暴
力
団
員
の
町
営
住

宅
へ
の
入
居
を
制
限
す
る
た
め
、
瑞
穂
町
営
住
宅

条
例
を
改
正
す
る
も
の
で
す
。

町
営
住
宅
条
例
の
改
正
を
可
決

　

一
般
会
計
予
算
を
5
3
2
万
5
、0
0
0
円
増
額

し
、
ま
た
、
国
民
健
康
保
険
特
別
会
計
を
51
万
円

増
額
す
る
補
正
予
算
を
可
決
し
ま
し
た
。

　

主
な
内
容
は
、
生
活
応
援
安
定
事
業
委
託
料

補
正
予
算
を
可
決

長
岡
財
産
区
管
理
会
管
理
委
員

�

木　

　　

初　

男�

澤　

田　

隆　

広

�

中　

垣　

吾　

廣�

中　

垣　

久　

治

�

森　

田　

英　

雄�

森　

田　

信　

行

�

吉　

永　

重　

晴

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

（
敬
称
略
）

　

人
権
擁
護
委
員
を
現
在
の
２
名
か
ら
３
名
に
増

員
す
る
た
め
、
加
藤
春
男
氏（
長
岡
）を
新
た
に
推

薦
す
る
こ
と
に
つ
い
て
、
適
任
者
で
あ
る
と
判
断

し
ま
し
た
。

人
権
擁
護
委
員
の
推
薦

加藤　 春男 氏

瑞
穂
町
と
福
生
市
と
の
間
の
証
明
書
の

交
付
等
の
事
務
委
託
に
関
す
る
規
約

瑞
穂
町
と
羽
村
市
と
の
間
の
証
明
書
の

交
付
等
の
事
務
委
託
に
関
す
る
規
約

瑞
穂
町
と
青
梅
市
と
の
間
の
証
明
書
の

交
付
等
の
事
務
委
託
に
関
す
る
規
約

国
の
法
改
正
に
伴
う
町
の
規
約
変
更

　

法
人
町
民
税
均
等
割
の
区
分
変
更
、
住
宅

借
入
金
等
特
別
税
額
控
除
申
告
及
び
新
築
住

宅
に
係
る
固
定
資
産
税
の
減
額
措
置
の
延
長

な
ど
で
す
。

税
賦
課
徴
収
条
例
の
改
正

　

国
の
法
改
正
に
伴
い
、
条
文
を
整
理
す
る
も

の
で
す
。

都
市
計
画
税
条
例
の
改
正

　

19
年
度
の
一
般
会
計
予
算
を
2
、7
1
5
万

1
千
円
増
額
し
、
総
額
1
1
8
億
3
、1
1
4

万
6
千
円
と
す
る
も
の
で
す
。
主
な
内
容
は
、

公
共
施
設
建
設
基
金
積
立
金
の
増
額
な
ど
で

す
。 19

年
度
補
正
予
算
の
承
認

　

後
期
高
齢
者
支
援
分
の
拠
出
に
か
か
わ
る
税
率
を

変
更
す
る
条
例
案
が
町
側
か
ら
提
出
さ
れ
、
審
議
の

結
果
、
賛
成
多
数
で
可
決
し
ま
し
た
。

　
　
　
　
　

各
議
員
の
賛
否
は
７
ペ
ー
ジ
に
記
載

　

主
な
内
容
は
、
所
得
割
、
資
産
割
、
均
等
割
の
変

更
な
ど
で
、
こ
の
結
果
、
自
己
負
担
分
が
2
・
48
％

引
き
上
げ
ら
れ
る
と
い
う
も
の
で
す
。

　

な
お
、
大
坪
議
員
か
ら
反
対
討
論
が
、
森
議
員

か
ら
賛
成
討
論
が
あ
り
ま
し
た
。

国
民
健
康
保
険
税
条
例
の
改
正

今までと比べて、後期高齢者医療に係わる分はどう変わるのか。

後期高齢者支援分については、所得割を１％、均等割を4，000円新た

に加えるものである。

　ただし、従来からの医療分については、所得割を4.7％から４％、資産

割を20％から15％、均等割を17，000円から13，000円、賦課限度額を

53万円から47万円にそれぞれ引き下げている。

町は、近隣市と違う課税方式を用いているが、低所得者の負担増となら

ないよう配慮されるのか。

課税方式は様々あり、もう少し状況を確認した上で対応していきたい。

※
専
決
処
分

　

条
例
改
正
や
、
補
正
予
算
な
ど
、
議
会
の
議
決
を
得
る
時
間
的
余
裕
の
な
い
場
合
、
議

会
に
諮
ら
ず
町
長
の
判
断
で
執
行
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
た
だ
し
、
次
の
議
会
で
承
認
を

受
け
な
く
て
は
な
ら
な
い
。

住民課国保年金係の窓口

町営住宅（長岡地区）


